
近年の出水状況（平成３０年７月豪雨）
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近年の出水状況（令和元年１０月台風第１９号）
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○仁淀川流域では、８月８日から８月１０日までの流域平均雨量で５３０ｍｍとなる激しい降雨により、
吾川群いの町の伊野水観測所（基準地点）において、氾濫危険水位を超過。

○仁淀川及び支川の沿川において、家屋の床上・床下浸水や田畑冠水の被害が発生。

仁淀川の出水状況（平成２６年８月台風第１１号）
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約７ｍの水位上昇



○仁淀川流域に想定最大規模の降雨（およそ１，０００年に１回の頻度で発生する降雨）が発生し、仁淀
川右岸5.6kで破堤した場合、およそ２時間後に土佐市全域に到達（「浸水ナビ」で確認可能）。

想定最大規模降雨が発生した場合の氾濫シミュレーション（仁淀川）
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１０分後 ３０分後

１時間後 ２時間後



大雨特別警報の解除後の氾濫に対する注意喚起
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避難の考え方（新型コロナウイルス感染症）
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１.災害が想定される地域では
ためらわず避難行動を

・浸水が想定される地域

３.避難場所での
感染症対策の徹底

HOTEL

自宅 親戚､
友人の家

※頑丈な建物の高い階や
浸水が想定されない地域等

換気

背中
合わせ

２ｍ以上の
距離を保つ

･段ボール等
で間仕切り

･発熱等の
症状がある
人のための専用スペース

手洗い・消毒の徹底
定期的な検温・症状チェック

✔持ち物に追加

マスク

体温計 石鹸･
消毒液

※避難行動・避難生活に必要な物(食料(最低３日分)・衛生用品等)は、自助として各自で準備しましょう。

・土砂災害が想定される区域

←浸水が
想定される地域

←土砂災害が
想定される区域

３密を避ける
（密閉・密接・密集）

事前にハザードマップ等を確認

２.命を守るための緊急的な
避難場所も選択肢に

市町村の
指定緊急
避難場所 宿泊施設等

参考) 内閣府政策統括官(防災担当)､消防庁､厚生労働省「避難所における新型コロナウイルス感染症への更なる対応について」令和2年4月7日、
避難所・避難生活学会「COVID-19 禍での水害時避難所設置について」令和2年4月15日



○住民自らが自宅の災害リスクを踏まえとるべき行動を判断するための「避難行動判定フロー」及び警戒
レベル等の避難情報を読み解き避難するタイミングを判断するための「避難情報のポイント」を作成。

避難の理解力向上キャンペーン（令和２年４月２１日）
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○家屋倒壊等氾濫想定区域、浸水継続時間（長時間にわたり浸水するおそれのある場合に限る）、想定さ
れる浸水深から、洪水時に水平避難が必要な区域・垂直避難が可能な区域を判定することで、避難勧告
の対象区域の絞り込みや、住民の避難判断に活用。

安全な場所の判断基準

8
避難勧告等の対象とする区域と避難行動について

（避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン説明会資料（内閣府（防災担当）、H26）に加筆修正）



○家屋倒壊等氾濫想定区域、浸水継続時間（長時間にわたり浸水するおそれのある場合に限る）、想定さ
れる浸水深から、洪水時に水平避難が必要な区域・垂直避難が可能な区域を判定することで、避難勧告
の対象区域の絞り込みや、住民の避難判断に活用。

（参考）低層住宅、高層住宅の位置
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国土数値情報 都市地域土地利用細分メッシュデータ（平成２８年度）より作成

（低層建物：３階建以下の居住用建物がまとまって分布する土地 高層建物：住宅地、市街地等で建物が密集しているところで、商業・業務用ビル、４階建以上のマンションなどからなる土地）



「流域治水プロジェクト（仮称）」（背景）
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集水域
都道府県・市町村、
企業、住民

河川
国・都道府県・市町村、
利水者

氾濫域
国・都道府県・市町村、
企業、住民

氾濫を防ぐための対策
～ハザードへの対応～

被害対象を減少させるための対策
～暴露への対応～

被害の軽減・早期復旧・復興のための対策
～脆弱性への対応～

二線堤等の整備
⇒ 市町村

（ためる）※

雨水貯留施設の整備、
田んぼやため池等の高度利用

⇒ 都道府県・市町村、企業、住民

（氾濫水を早く排除する）
排水門の整備、排水ポンプの設置

⇒ 市町村等

（避難態勢を強化する）
ICTを活用した河川情報の充実
浸水想定等の空白地帯の解消

⇒ 国・都道府県・市町村・企
業

（被害範囲を減らす）
土地利用規制、高台まちづくり
⇒ 国・都道府県・市町村、企業、住民

（早期復旧・復興に備える）
BCPの策定、水災害保険の活用
⇒ 市町村、企業、住民

（移転する）
リスクが高いエリアからの移転促進

⇒ 市町村、企業、住民

（支援体制を充実する）
TEC-FORCEの体制強化

⇒ 国・企業

（氾濫水を減らす）
堤防強化等

⇒ 国・都道府県

（安全に流す）
河床掘削、引堤、放水路、砂防堰堤、遊砂地、
雨水排水施設等の整備
⇒ 国・都道府県・市町村

ダム、遊水地等の整備・活用
⇒ 国・都道府県・市町村、利水者

（しみこませる）※

雨水浸透施設（浸透ます等）の整備
⇒ 都道府県・市町村、企業、住民

（被害を軽減する）
建築規制・建築構造の工夫
⇒ 市町村、企業、住民

気候変動による水災害リスクの増大に備えるためには、これまでの河川管理者等の取組だけでなく、集水域か
ら氾濫域にわたる流域に関わる関係者が、流域治水対策を主体的に取組む社会を構築する必要がある。

◆河川・下水道管理者等による治水に加え、あらゆる関係者（国・都道府県・市町村・企業・住民等）により流域全体で行
う治水「流域治水」へ転換することによって、施策や手段を充実し、それらを適切に組合せ、加速化させることによって効率
的・効果的な安全度向上を実現する。

◆併せて、自然環境が有する多様な機能を活用したグリーンインフラを、官民連携・分野横断により推進し、雨水の貯留・浸
透を図る。

課題

対応

※グリーンインフラ関係施策と併せて推進

河川での対策 集水域での対策 氾濫域での対策
凡例

河川管理者以外の対策



「流域治水プロジェクト （仮称）」（概要）
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流域における対策事例について全国の各河川で「流域治水プロジェクト（仮称）」を公表

【イメージ】 ○○川流域治水プロジェクト

ダム再生

■河川対策
・堤防整備、河道掘削
・ダム再生、遊水地整備 等

■ソフト対策
・水位計・監視カメラの設置
・マイ・タイムラインの作成 等

■流域対策（集水域と氾濫域）
・下水道等の排水施設、雨水
貯留施設の整備
・土地利用規制・誘導（災害危
険区域等） 等

★戦後最大（昭和XX年）と同規模の洪水を安全に流す

★ …    浸水範囲（昭和XX年洪水）

排水施設の
整備

（対策メニューのイメージ）

○現在の整備水準では、気候変動により激甚化・頻発化する水災害に対応できない。
○そのため、全国の一級水系を対象に、早急に実施すべき具体的な治水対策の全体像を、都道府県や市
町村と連携して検討し、「流域治水プロジェクト（仮称）」として提示していく予定。

河道掘削
樹木伐採 高潮対策

堤防整備

霞堤の保全

災害危険区域
の指定

遊水地整備

雨水貯留施設
の整備

貯留時の様子

（事例）校庭を活用した流域貯留施設

土手を整備し、貯留容量を確保

（事例）浸水範囲を減らす二線堤の整備



国土交通省は、住民避難のあり方を検討する際の
判断材料となるデータを多く所有しています。

（例）：
想定最大規模降雨、氾濫シミュレーション結果
（浸水ナビ）、想定される浸水深、浸水継続時間、
家屋倒壊等氾濫想定区域

何かお困りのことがございましたら、いつでも
ご相談ください！


